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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結
累計期間

第47期
第３四半期連結
会計期間

第48期
第３四半期連結
会計期間

第47期

会計期間

自平成20年
５月16日
至平成21年
２月15日

自平成21年
５月16日
至平成22年
２月15日

自平成20年
11月16日
至平成21年
２月15日

自平成21年
11月16日
至平成22年
２月15日

自平成20年
５月16日
至平成21年
５月15日　

売上高（百万円） 187,739 211,928 64,494 70,434 251,863

経常利益（百万円） 9,104 10,788 2,866 2,998 11,335

四半期（当期）純利益（百万円） 4,966 5,776 1,524 1,621 6,045

純資産額（百万円） － － 66,406 72,412 67,397

総資産額（百万円） － － 116,262 114,760 111,300

１株当たり純資産額（円） － － 2,792.493,039.222,833.08

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
209.63 243.72 64.30 68.40 255.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
209.48 243.34 64.25 68.30 254.97

自己資本比率（％） － － 56.9 62.8 60.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
17,210 3,469 － － 9,202

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,089 △3,757 － － △6,730

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,149 △1,988 － － △2,571

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 26,293 11,944 14,221

従業員数（人） － － 2,967 3,406 3,428

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年２月15日現在

区分 従業員数（人）

合計 3,406(5,743)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除いております。）であり、パートタイマー

（１日８時間換算）は当第３四半期連結会計期間平均人員数を（　）外数で記載しております。

２．従業員数には、嘱託241人は含んでおりません。

(2）提出会社の状況

 平成22年２月15日現在

区分 従業員数（人）

合計 60 (2)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、パートタイマー（１日８時間

　　　換算）は当第３四半期会計期間平均人員数を（　）外数で記載しております。

        ２．従業員数には、嘱託１人は含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

　当社グループは小売業を主たる事業としているため、生産実績および受注状況は記載しておりません。

(1）仕入実績

品目

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年11月16日
至　平成22年２月15日）　

金額（百万円） 構成比（％） 前年同四半期比（％）　

商
　
　

　

品

  医薬品 10,612 20.0 114.6

化粧品 9,910 18.7 112.4

雑貨 17,596 33.1 111.3

育児用品 3,097 5.8 109.1

その他 11,672 22.0 122.3

小計 52,890 99.6 114.3

フランチャイズ店 135 0.2 95.5

不動産賃貸料原価 11 0.0 109.4

インターネット販売 83 0.2 －

合計 53,121 100.0 114.4

　　　（注）１．金額は、実際仕入価格によっております。

　　　　　　２．その他のおもな内容は、食品・健康食品・医療用具等であります。

　　　　　　３．「フランチャイズ店」は、フランチャイズ店への卸売上のための仕入であります。

(2）販売実績

①　品目別売上高

品目

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年11月16日
至　平成22年２月15日）　

金額（百万円） 構成比（％） 前年同四半期比（％）　

商
　
　

　

品

  医薬品 17,606 25.0 109.9

化粧品 14,031 19.9 107.1

雑貨 21,093 29.9 108.7

育児用品 3,347 4.8 107.5

その他 13,881 19.7 110.3

小計 69,961 99.3 108.9

フランチャイズ店への

卸売上高
142 0.2 95.5

不動産賃貸料 34 0.1 88.0

手数料収入 129 0.2 159.2

インターネット販売 166 0.2 －

合計 70,434 100.0 109.2

　　　（注）その他のおもな内容は、食品・健康食品・医療用具等であります。
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②　地域別売上高

区分 地域

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年11月16日
　　至　平成22年２月15日）

売上高 店舗数

金額（百万円）
前年同四半期比
（％）

数 前年同四半期比

商品売上

北海道 24,112 101.9 293店舗 ＋13店舗 

青森県 2,538 99.7 28店舗 － 

岩手県 3,430 99.7 42店舗 － 

宮城県 5,672 102.2 　 63店舗 ＋2店舗 

秋田県 3,080 101.8 37店舗 ＋1店舗 

山形県 4,047 103.6  　 50店舗 ＋2店舗 

福島県 3,692 112.1 53店舗 ＋9店舗 

茨城県 2,110  107.9  　 34店舗 － 

埼玉県 560 124.7  　 12店舗 ＋4店舗 

千葉県 6,612 101.9  　 90店舗 ＋1店舗 

東京都 7,072 113.4 106店舗 ＋20店舗 

神奈川県 2,275 130.4  　 32店舗 ＋12店舗 

山梨県 953 92.1  　 14店舗 － 

長野県 164 262.2 3店舗　 ＋2店舗 

愛知県 140 59.6 3店舗　 － 

滋賀県 361 62.4 4店舗　 － 

鳥取県 857 － 9店舗　 ＋9店舗 

島根県 2,278 － 22店舗　 ＋22店舗 

小計 69,961 108.9  　 895店舗 ＋97店舗 

フランチャイズ店への卸売上高 142 95.5 14店舗 ＋12店舗 

不動産賃貸料 34 88.0  　 － － 

手数料収入 129 159.2 － － 

インターネット販売 166 － － － 

合計 70,434 109.2  　 909店舗 ＋109店舗 

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の概況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年11月16日～平成22年２月15日）における経営環境は、世界的な景気後退の影

響を受け、先行き不透明感から生活防衛型の意識の高まりにより個人消費も低調に推移いたしました。また、６月に施

行された改正薬事法により、異業種参入や業務・資本提携、Ｍ＆Ａ等の生き残りをかけた企業の統合・再編が加速す

るほか、競合他社の出店や価格競争の激化などにより、ドラッグストア業界を取り巻く環境は一層厳しさを増してお

ります。 

　このような状況のもと、当社グループは、カウンセリングを主体とした接客サービスを徹底し、効率的な資格者の配

置見直しにより営業時間を延長したほか、顧客の節約志向に対応した販促策や特売期間設定の見直しを行い、売上高

および粗利益が順調に推移するとともに、経費削減を進め営業利益の確保にも努めました。

　出店につきましては、第２四半期末より８店舗の新規出店と４店舗の閉店により、当第３四半期末のグループ店舗数

は909店舗となりました。

　当社グループの開店・閉店の状況は次のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：店舗）

　
第２四半期末

店舗数

　第３四半期連結会計期間
第３四半期末

店舗数
うち調剤薬局

出店　 閉店　
子会社化

ＦＣ加入等　
純増

 北海道 292 1　 -　 -　 1　 293　 52　

 東　北 269 4　 -　 - 4 273 54

 関　東 275　 3　 4 -　    △1 274 78　

 中部・関西 24　 -　 -　 -　 -　 24　 3　

中　国 31　 - -　 -　 -　 31　 14　

直営店計　 891　 8　 4 - 4　 895　 201　

ＦＣ店 14 - -　 -　 -　 14 -　

合　計 905 8 4 - 4　 909　 201　

  

  以上の結果、当第３四半期連結会計期間における業績は、売上高704億34百万円（前年同四半期比9.2％増）、営

業利益28億62百万円（同5.4％増）、経常利益29億98百万円（同4.6％増）、四半期純利益16億21百万円（同6.4％

増）となりました。

　

（2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて34億59百万円増加し、1,147億60 

百万円となりました。主な要因は、新規出店に伴うたな卸資産および差入保証金等の増加等によるものでありま

す。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べて15億55百万円減少し、423億47百万円となりました。主な要因は、未払法人

税等の減少によるものです。　

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて50億14百万円増加し、724億12百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は2.5ポイント増加し、62.8％となりました。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金および現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、第２四半期連結会

計期間末に比べて155億69百万円減少し、119億44百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、144億68百万円(前年同四半期は28億90百万

円の収入)となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益29億93百万円に加え、売上債権９億82百万円の減

少等のプラス要因に対し、仕入債務の減少143億６百万円(金融機関休業による影響額134億25百万円)、法人税等の

支払24億77百万円、たな卸資産の増加17億81百万円等のマイナス要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、２億48百万円(前年同四半期比72.1％減)と

なりました。これは主に、新規出店に伴う有形固定資産の取得３億53百万円、差入保証金２億30百万円等の支出によ

るものであります。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、８億52百万円(同1.7％増)となりました。こ
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れは主に、配当金６億58百万円の支出によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,000,000

計 76,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年２月15日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年３月31日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 23,706,234 23,706,234
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 23,706,234 23,706,234 － －

　（注）　提出日現在発行数には、平成22年３月１日から、この四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

   　①平成18年８月10日定時株主総会決議（第３回新株予約権）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年２月15日）

新株予約権の数（個） 1,157

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  115,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,816

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月11日

至　平成22年8月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価額　　5,816

資本組入額　2,908

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定

するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

　権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

   　②平成20年８月12日定時株主総会決議（2008年新株予約権）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年２月15日）

新株予約権の数（個） 159

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  15,900

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成20年9月26日

至　平成40年9月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価額　　2,834

資本組入額　1,417

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

　（注）１(1)　新株予約権者は当社若しくは当社の子会社それぞれにおいて、取締役、監査役及び執行役員のいずれの

　地位をも喪失した日の翌日から本新株予約権を行使することができる。

　　　　　(2)　上記(1)に従い本新株予約権を行使する場合、新株予約権者は権利行使開始日から５年を経過する日まで

　の間に限り、本新株予約権を行使することができる。

　(3)　上記(1)及び(2)にかかわらず、新株予約権者は、以下のア）又はイ）に定める場合には、それぞれに定

　　　 める期間内に限り本新株予約権を行使することができる。

　　　 ア） 新株予約権者が平成39年9月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

　　　　　平成39年9月26日から平成40年9月25日まで

　　　 イ） 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　式移転計画承認の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社

　　　　　の取締役会決議がなされた場合）

　　　　　当該承認日の翌日から15日間

 （4）新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、当該募集新株予約権を行使することができない。
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    　③平成20年８月12日定時株主総会決議（第４回新株予約権）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年２月15日）

新株予約権の数（個） 2,554

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  255,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,723

新株予約権の行使期間
自　平成22年8月13日

至　平成24年8月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価額　　4,407

資本組入額　2,204

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定

するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）　新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

　権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

 

   ④平成21年９月２日取締役会決議（2009年新株予約権）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年２月15日）

新株予約権の数（個） 200

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成21年9月26日

至　平成41年9月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価額　　3,190

資本組入額　1,595

新株予約権の行使の条件 （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）１(1)　新株予約権者は当社若しくは当社の子会社それぞれにおいて、取締役、監査役及び執行役員のいずれの地

位をも喪失した日の翌日から本新株予約権を行使することができる。

(2)　上記(1)に従い本新株予約権を行使する場合、新株予約権者は権利行使開始日から５年を経過する日まで

の間に限り、本新株予約権を行使することができる。

(3)　上記(1)及び(2)にかかわらず、新株予約権者は、以下のア）又はイ）に定める場合には、それぞれに定める

期間内に限り本新株予約権を行使することができる。

ア） 新株予約権者が平成40年9月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成40年9月26日から平成41年9月25日まで

イ） 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株

式移転計画承認の議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

（4）新株予約権者が募集新株予約権を放棄した場合には、当該募集新株予約権を行使することができない。　

EDINET提出書類

株式会社ツルハホールディングス(E03464)

四半期報告書

11/30



（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年11月16日～

平成22年２月15日
－ 23,706,234 － 6,628 － 39,911

 

（５）【大株主の状況】

　 　住友信託銀行㈱から平成22年１月22日付で提出されました大量保有報告書（変更報告書）により、平成22

年１月15日現在における当社株式を以下のとおり所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当第３四半期会計期間における実質所有株式数の確認ができませんので、以下に当該変更報告書の写しの

内容を記載いたします。　

氏名又は名称 住所　
所有株式数

（千株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

　住友信託銀行㈱ 　大阪市中央区北浜4丁目5番33 1,674 7.06

　日興アセットマネジメント㈱
　東京都港区赤坂9丁目7番1号

　ミッドタウン・タワー　
56 0.24

計  1,731 7.30
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年11月15日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成21年11月15日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　2,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,698,800 236,988 －

単元未満株式  普通株式　　  5,234 － －

発行済株式総数 23,706,234 － －

総株主の議決権 － 236,988 －

 

②【自己株式等】

 平成21年11月15日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱ツルハホール

ディングス

北海道札幌市東区北

24条東20丁目１－21
2,200 　－ 2,200 0.01

計 － 2,200 　－ 2,200 0.01

（注）　平成22年２月15日現在の自己株式は、普通株式 2,276株となっております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
６月

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月
平成22年
１月

２月

最高（円） 2,990 3,240 3,260 3,670 3,820 3,730 3,640 3,490 3,550

最低（円） 2,440 2,865 2,935 3,090 3,400 3,260 3,150 3,170 3,285

　（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　　　　２．上記の月別最高・最低株価は、15日を基準とした月別になっており、６月は５月16日から６月15日まで以後

　　　　　　同様になっております。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年11月16日から平成21年２月15日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年５月16日から平成21年２月15日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年11月16日から平成22年２月15日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年５月16日から

平成22年２月15日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年11月16日から平

成21年２月15日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年５月16日から平成21年２月15日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年11月16日から平成22年２月15日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年５月16日から平成22年２月15日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年２月15日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年５月15日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,955,297 14,232,379

売掛金 5,233,723 5,017,390

有価証券 3,000,000 －

商品及び製品 37,993,397 33,254,123

原材料及び貯蔵品 14,789 3,620

繰延税金資産 792,502 1,312,098

その他 3,225,389 3,356,392

貸倒引当金 － △4,151

流動資産合計 59,215,099 57,171,853

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,041,647 9,010,493

工具、器具及び備品（純額） 3,056,778 3,243,388

土地 2,111,138 2,242,321

その他（純額） 31,034 92,882

有形固定資産合計 ※1
 14,240,599

※1
 14,589,087

無形固定資産

のれん 13,310,101 13,504,493

ソフトウエア 364,956 315,023

その他 120,907 146,168

無形固定資産合計 13,795,965 13,965,684

投資その他の資産

投資有価証券 4,781,363 4,124,921

繰延税金資産 221,626 219,069

差入保証金 20,381,744 19,299,557

その他 2,206,257 2,016,656

貸倒引当金 △82,525 △85,923

投資その他の資産合計 27,508,466 25,574,281

固定資産合計 55,545,030 54,129,053

資産合計 114,760,130 111,300,907
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年２月15日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年５月15日)

負債の部

流動負債

買掛金 29,291,292 29,260,882

短期借入金 50,000 50,000

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 326,280 680,281

未払金 4,288,719 4,450,863

未払法人税等 1,833,202 2,578,372

賞与引当金 997,912 1,761,650

役員賞与引当金 160,918 229,040

その他 1,358,296 985,863

流動負債合計 38,506,621 40,196,953

固定負債

社債 200,000 300,000

長期借入金 430,015 590,647

繰延税金負債 1,509,656 1,213,141

退職給付引当金 227,021 176,662

役員退職慰労引当金 15,000 113,900

その他 1,459,246 1,311,856

固定負債合計 3,840,939 3,706,207

負債合計 42,347,560 43,903,161

純資産の部

株主資本

資本金 6,628,152 6,627,160

資本剰余金 22,216,225 22,215,233

利益剰余金 40,801,193 36,351,652

自己株式 △8,603 △8,275

株主資本合計 69,636,967 65,185,771

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,404,523 1,967,796

評価・換算差額等合計 2,404,523 1,967,796

新株予約権 351,320 233,732

少数株主持分 19,758 10,445

純資産合計 72,412,569 67,397,745

負債純資産合計 114,760,130 111,300,907
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年５月16日
　至　平成21年２月15日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年５月16日
　至　平成22年２月15日)

売上高 187,739,696 211,928,515

売上原価 136,950,047 153,751,193

売上総利益 50,789,649 58,177,322

販売費及び一般管理費 ※
 42,261,530

※
 47,885,445

営業利益 8,528,118 10,291,876

営業外収益

受取利息 96,223 58,657

受取配当金 44,232 53,506

備品受贈益 330,657 195,821

その他 135,784 209,752

営業外収益合計 606,898 517,737

営業外費用

支払利息 15,733 16,288

割賦利息 2,997 973

その他 12,203 3,657

営業外費用合計 30,934 20,920

経常利益 9,104,082 10,788,693

特別利益

投資有価証券売却益 － 9,000

固定資産売却益 993 93

貸倒引当金戻入額 14,700 6,351

特別利益合計 15,693 15,445

特別損失

固定資産除却損 98,490 63,751

固定資産売却損 － 35,560

リース解約損 － 5,882

投資有価証券評価損 4,729 －

減損損失 － 61,612

その他 7,554 5,345

特別損失合計 110,774 172,151

税金等調整前四半期純利益 9,009,001 10,631,987

法人税、住民税及び事業税 3,497,900 4,328,204

法人税等調整額 540,119 517,524

法人税等合計 4,038,020 4,845,728

少数株主利益 4,397 9,312

四半期純利益 4,966,584 5,776,946
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年11月16日
　至　平成21年２月15日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年11月16日
　至　平成22年２月15日)

売上高 64,494,904 70,434,630

売上原価 47,373,946 51,347,278

売上総利益 17,120,957 19,087,352

販売費及び一般管理費 ※
 14,405,013

※
 16,224,907

営業利益 2,715,944 2,862,445

営業外収益

受取利息 24,326 8,832

受取配当金 3,524 28,078

備品受贈益 81,080 61,408

その他 47,916 43,857

営業外収益合計 156,848 142,176

営業外費用

支払利息 4,297 4,002

割賦利息 780 203

その他 1,161 1,673

営業外費用合計 6,239 5,879

経常利益 2,866,552 2,998,742

特別利益

投資有価証券売却益 － 8,000

固定資産売却益 － 83

特別利益合計 － 8,083

特別損失

固定資産除却損 11,067 10,632

リース解約損 － 2,515

特別損失合計 11,067 13,147

税金等調整前四半期純利益 2,855,485 2,993,678

法人税、住民税及び事業税 901,543 783,589

法人税等調整額 425,423 585,868

法人税等合計 1,326,967 1,369,458

少数株主利益 4,397 2,751

四半期純利益 1,524,120 1,621,468
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年５月16日
　至　平成21年２月15日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年５月16日
　至　平成22年２月15日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,009,001 10,631,987

減価償却費 1,810,898 1,787,995

のれん償却額 549,191 800,385

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,670 △7,649

賞与引当金の増減額（△は減少） △871,411 △763,737

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △41,902 △68,122

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15,096 38,054

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,240 △98,900

受取利息及び受取配当金 △140,456 △112,163

支払利息及び割賦利息 18,730 17,262

備品受贈益 △330,657 △195,821

固定資産除却損 98,490 63,751

固定資産売却損益（△は益） △993 35,466

減損損失 － 61,612

投資有価証券評価損 4,729 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △9,000

売上債権の増減額（△は増加） △1,058,045 △120,290

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,702,508 △3,757,220

仕入債務の増減額（△は減少） 13,973,890 △347,450

未払消費税等の増減額（△は減少） 93,935 92,882

その他 865,233 493,564

小計 22,279,792 8,542,607

利息及び配当金の受取額 108,372 78,708

利息の支払額 △20,144 △16,988

法人税等の支払額 △5,157,554 △5,134,924

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,210,466 3,469,403

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △63,013 △13

定期預金の払戻による収入 73,800 －

有形固定資産の取得による支出 △1,811,729 △1,201,653

有形固定資産の売却による収入 － 89,373

ソフトウエアの取得による支出 △55,893 △172,086

投資有価証券の取得による支出 △1,805 △34,806

投資有価証券の売却による収入 － 111,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△74,135 △1,855,462

貸付けによる支出 △140,000 △270,000

貸付金の回収による収入 8,273 18,892

差入保証金の支出 △1,733,856 △1,241,627

差入保証金の返還 713,193 866,939
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年５月16日
　至　平成21年２月15日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年５月16日
　至　平成22年２月15日)

その他 △4,009 △68,307

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,089,175 △3,757,750

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,400,000 －

短期借入金の返済による支出 △1,400,000 △12,000

長期借入金の返済による支出 △743,168 △529,733

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

リース債務の返済による支出 － △25,060

新株発行による収入 109,927 0

自己株式の取得による支出 △1,220 △328

配当金の支払額 △1,415,188 △1,322,361

その他 457 735

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,149,192 △1,988,748

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,972,098 △2,277,095

現金及び現金同等物の期首残高 14,321,529 14,221,703

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 26,293,627

※
 11,944,607
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年５月16日
至　平成22年２月15日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、株式会社サクラドラッグは株式譲受によ

り新たに持分を取得したため、連結の範囲に含めております。

　第２四半期連結会計期間より、株式会社仁天堂、株式会社クチュール、有

限会社サム薬局は株式譲受により新たに持分を取得したため、連結の範囲

に含めております。

 (2) 変更後の連結子会社の数

　20社

２．持分法の適用に関する事項の変更 該当事項はありません。

３．会計処理基準に関する事項の変更 該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年５月16日
至　平成22年２月15日）

１．たな卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しましては、実地たな

卸を省略し、第２四半期連結会計期間末に係る実地たな卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第３四半期連結累計期間（自　平成21年５月16日　至　平成22年２月15日）

  　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年２月15日）

前連結会計年度末
（平成21年５月15日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、17,351,598千円

であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、15,578,080千円

であります。

  ２　保証債務

　    連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し

債務保証を行っております。

社会福祉法人鶴翔福祉会 27,699千円

南部製箸㈱ 12,700千円

　　計 40,399千円　

　    連結子会社の㈱ツルハは一部の店舗の差入保証金

732,945千円について、金融機関および貸主との間で

代位預託契約を締結しており、当該契約に基づき、金

融機関は、貸主に対して差入保証金相当額732,945千

円を同社に代わって預託しております。

  ２　保証債務

　    連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し

債務保証を行っております。

社会福祉法人鶴翔福祉会 27,699千円

南部製箸㈱ 16,750千円

　　計 44,449千円　

　　  連結子会社の㈱ツルハは一部の店舗の差入保証金

777,378千円について、金融機関および貸主との間で

代位預託契約を締結しており、当該契約に基づき、金

融機関は、貸主に対して差入保証金相当額777,378千

円を同社に代わって預託しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年５月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年５月16日
至　平成22年２月15日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料及び手当 15,554,661千円

従業員賞与 1,691,116千円

賞与引当金繰入額 836,493千円

役員賞与引当金繰入額 179,910千円

退職給付引当金繰入額 26,472千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,340千円

地代家賃等 9,615,732千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料及び手当 17,992,471千円

従業員賞与 1,974,489千円

賞与引当金繰入額 997,912千円

役員賞与引当金繰入額 158,721千円

退職給付引当金繰入額 40,350千円

役員退職慰労引当金繰入額       －千円

地代家賃等 11,295,244千円

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年11月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年11月16日
至　平成22年２月15日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料及び手当 5,291,287千円

賞与引当金繰入額 836,493千円

役員賞与引当金繰入額 59,970千円

退職給付引当金繰入額 7,904千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,140千円

地代家賃等 3,330,482千円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料及び手当 6,048,893千円

賞与引当金繰入額 997,912千円

役員賞与引当金繰入額 50,907千円

退職給付引当金繰入額 11,003千円

役員退職慰労引当金繰入額     －千円

地代家賃等 3,878,350千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年５月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年５月16日
至　平成22年２月15日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年2月15日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年2月15日現在）

現金及び預金勘定 26,304,303千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
 △10,676千円

有価証券 －千円

現金及び現金同等物 26,293,627千円

 

現金及び預金勘定 8,955,297千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
 △10,689千円

有価証券 3,000,000千円

現金及び現金同等物 11,944,607千円

 

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年２月15日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年５月16日　至　

平成22年２月15日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　23,706,234株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　 　　　2,276株　

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権　

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　351,320千円　

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月22日

取締役会
普通株式 663,69428  平成21年５月15日 平成21年７月29日利益剰余金

平成21年12月24日

取締役会
普通株式 663,71028  平成21年11月15日 平成22年１月18日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年11月16日　至　平成21年２月15日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　医薬品・化粧品等を中心とした物販事業の売上高および営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計およ

び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。

　

　前第３四半期連結累計期間（自　平成20年５月16日　至　平成21年２月15日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年５月16日　至　平成22年２月15日）

　医薬品・化粧品等を中心とした物販事業の売上高および営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計およ

び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年11月16日　至　平成21年２月15日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　前第３四半期連結累計期間（自　平成20年５月16日　至　平成21年２月15日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年５月16日　至　平成22年２月15日）

　本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成20年11月16日　至　平成21年２月15日）及び当第３四半期連結会計期間

（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

　

　前第３四半期連結累計期間（自　平成20年５月16日　至　平成21年２月15日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成21年５月16日　至　平成22年２月15日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年２月15日）

　　その他有価証券で時価のあるものは、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年２月15日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　 該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　　　　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年２月15日）

前連結会計年度末
（平成21年５月15日）

１株当たり純資産額 3,039.22円 １株当たり純資産額 2,833.08円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年５月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年５月16日
至　平成22年２月15日）

１株当たり四半期純利益金額 209.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
209.48円

１株当たり四半期純利益金額 243.72円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
243.34円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年５月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年５月16日
至　平成22年２月15日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 4,966,584 5,776,946

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 4,966,584 5,776,946

期中平均株式数（株） 23,692,705 23,703,638

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 16,763 36,239

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

新株予約権２種類（新株予約権

の数　3,817個）

新株予約権２種類（新株予約権

の数　3,711個）
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年11月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年11月16日
至　平成22年２月15日）

１株当たり四半期純利益金額 64.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
64.25円

１株当たり四半期純利益金額 68.40円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
68.30円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年11月16日
至　平成21年２月15日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年11月16日
至　平成22年２月15日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 1,524,120 1,621,468

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,524,120 1,621,468

期中平均株式数（株） 23,703,552 23,703,958

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 16,594 35,889

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

新株予約権２種類（新株予約権

の数　3,817個）

新株予約権２種類（新株予約権

の数　3,711個）
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　　　　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月16日　至　平成22年２月15日）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　平成21年12月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………663,710千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………28円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年１月18日

　　　　　　　（注）平成21年11月15日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年３月31日

株式会社ツルハホールディングス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石若　　保志　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛利　　篤雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齊藤　揮誉浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツルハホー

ルディングスの平成20年５月16日から平成21年５月15日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年11月16

日から平成21年２月15日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年５月16日から平成21年２月15日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツルハホールディングス及び連結子会社の平成21年２月15日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年３月31日

株式会社ツルハホールディングス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石若　　保志　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛利　　篤雄　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齊藤　揮誉浩　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツルハホー

ルディングスの平成21年５月16日から平成22年５月15日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年11月16

日から平成22年２月15日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年５月16日から平成22年２月15日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツルハホールディングス及び連結子会社の平成22年２月15日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ツルハホールディングス(E03464)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１仕入及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に関する事項
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

